
老人福祉計画・
介護保険事業計画の
位置づけ

第１回 豊岡市老人福祉計画・第９期介護保険事業計画策定委員会 資料１

○都道府県知事は、
介護保険施設等に
ついて、必要定員
総数を超える場合
に、指定等をしな
いことができる。

○ 区域（老人福祉圏域）の設定

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設
入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

※混合型特定施設に係る必要定員総数を設定することもできる（任意）

○ 市町村が行う介護予防・重度化防止等の支援内容及び目標 ○ その他の事項

○保険料の設定

○市町村長は、地
域密着型の施設
等について、必
要定員総数を超
える場合に、指
定をしないこと
ができる。

○ 区域（日常生活圏域）の設定

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み

○ 介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標 ○ その他の事項

○ 介護保険法第１１６条第１項に基づき、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法
律に規定する総合確保方針に即して、国が介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための
基本指針を定める ※市町村等が介護サービス量を見込むに当たり参酌する標準を示す

国の基本指針(法第116条、R3.1厚労省告示第29号）

基盤整備

市町村介護保険事業計画(法第117条) 

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

保険給付の円滑な実施のため、３年間を１期とする介護保険事業（支援）計画を策定している。

保険料の設定等

介護保険事業計画の位置付け



老人福祉法第20条の８

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉
施設による事業（以下「老人福祉事業」とい
う。）の供給体制の確保に関する計画（以下
「市町村老人福祉計画」という。）を定めるも
のとする。

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人
福祉事業の量の目標を定めるものとする。
３ 市町村老人福祉計画においては、前項の目標のほか、次に掲げる事項について
定めるよう努めるものとする。
⑴ 前項の老人福祉事業の量の確保のための方針に関する事項
⑵ 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化
及び質の向上のために講ずる都道府県と連携した措置に関する事項

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第117条第１項に規定する市町村介護保険
事業計画と一体のものとして作成されなければならない。

老人福祉法第20条の８



介護保険法第117条

市町村は、基本指針に即して、３年を１期とす
る当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給
付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介
護保険事業計画」という。）を定めるものとす
る。

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

⑴ 当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その
他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総
合的に勘案して定める区域ごとの当該区域における各年度の認知症対応型共同生活介護、地域密
着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用
定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み

⑵ 各年度における地域支援事業の量の見込み

⑶ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護
状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り組む
べき施策に関する事項

⑷ 前号に掲げる事項の目標に関する事項

３ 市町村介護保険事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について定
めるよう努めるものとする。

⑴ 前項第１号の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保の
ための方策

⑵ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込量の確保のための方
策

⑶ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、地域支援事業の量、地
域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に関する中長期的な推計

介護保険法第117条



⑷ 介護支援専門員その他介護給付等対象サービス及び地域支援事業に従事する者の確保及び資
質の向上並びにその業務の効率化及び質の向上に資する都道府県と連携した取組に関する事項

⑸ 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅介護支援の事業を行う
者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（介護給付に係るものに限
る。）の円滑な提供を図るための事業に関する事項

⑹ 指定介護予防サービスの事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又は指定介護予防支
援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業その他の介護給付等対象サービス（予防給付
に係るものに限る。）の円滑な提供及び地域支援事業の円滑な実施を図るための事業に関する事項

⑺ 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する事項、教育、地域づくり
及び雇用に関する施策その他の関連施策との有機的な連携に関する事項その他の認知症に関する
施策の総合的な推進に関する事項

⑻ 前項第１号の区域ごとの当該区域における老人福祉法第29条第１項の規定による届出が行われ
ている有料老人ホーム及び高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第７条第

５項に規定する登録住宅のそれぞれの入居定員総数（特定施設入居者生活介護、地域密着型特定
施設入居者生活介護又は介護予防特定施設入居者生活介護の事業を行う事業所に係る第41条第1

項本文、第42条の２第１項本文又は第53条第１項本文の指定を受けていないものに限る。）

⑼ 地域支援事業と高齢者保健事業及び国民健康保険保健事業の一体的な実施に関する事項、居宅
要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の医療との連携に関する事項、高齢者
の居住に係る施策との連携に関する事項その他の被保険者の地域における自立した日常生活の支
援のため必要な事項

６ 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第20条の８第１項に規定する市町村老人福祉計画と一体
のものとして作成されなければならない。

介護保険法第117条

第９期介護保険事業計画において
記載を充実する項目（案）

• 介護サービス基盤の計画的な整備

• 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組

• 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護

現場の生産性向上の推進

⇒ 取り組み内容の詳細については

国県の指針等が公表後（７月末の予定）


